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2011年4月26日《No.2535》

東日本大震災対策ニュース　№22
全法務が被災地の仲間を激励

＝　自ら被災しながらも法務行政支える仙台・盛岡支部　＝
	全法務本部は、自ら被災しながらも震災復興や法務行政の維持のために日々奮闘している現地の組合員を激励するとともに被災状況を把握するため、4月8日から13日にかけて被災地の各法務局支部（仙台支部、盛岡支部、福島支部）に役員を派遣しました。仙台支部と盛岡支部を訪問した、全法務・笹ヶ瀬副委員長（※仙台支部出身）の報告を紹介します。


～全法務本部発～
【仙台支部訪問の前日に震度6強の余震】

4月7日午後11時32分頃、翌日早朝からの任務に備えて既に就寝していた宮城県多賀城市（仙台市のベッドタウンである沿岸の街）の自宅を、これまで経験したことのない激しい揺れが襲いました。眠りから完全に醒めない中、隣で寝ていた息子に手を握られていることに気付き、ようやくこれが現実の出来事だと認識できました。

翌日から、仙台駅を拠点とするＪＲ各線をはじめ、徐々に運行を再開していた東北地域の鉄道は、軒並み運休を余儀なくされたばかりでなく、ようやく復旧してきた水道や都市ガスなどのライフラインも再度寸断され、被災地の生活や家財などの散乱状態は、3月11日のあの時にまで逆戻りとなってしまいました…。

【仙台市中心部と本局職員の状況を確認】

私は4月8日午前8時過ぎ、前日の深夜から高速バスで仙台市に向かっていた実川委員長と、なんとか仙台法務局の本局で合流することができました。

仙台市中心部の街並みは、津波被害がなかったことから、外観的な被災状況は目立たないものの、都市ガスなどの復旧が十分ではなく、約1ヶ月間まともに風呂に入れない職員が少なくありませんでした。公共交通機関の運休も一部で長期化しており、3月中は交通費を自己負担して通勤した職員が多数に及んでいます。

職員の中には、宮城県沿岸の出身者も多く、親族を亡くすなど、震災に伴う精神的ダメージを受けたまま任務に就いており、十分なケアがされているとはいえません。また、通勤困難者が多く、停電に伴い登記情報システムなどの機器が使用できない非常時の執務が長期化したことから、心身の疲労が蓄積されているように見受けられました。

地震発生から約1ヶ月を経過し、登記申請事件数などは低水準で推移しているものの、登記済証の紛失や建物滅失登記などをはじめ、戸籍・供託事務に関わるものも含めて、被災者からの相談事件が増大（3月28日～4月1日の5日間で、仙台局管内の合計が1,674件）していることから、県内の各被災地に職員を派遣する巡回相談所が、4月11日以降ほぼ連日開設されています。この巡回相談所には初日から多数の相談が寄せられたそうです。担当した職員は、「一般的な相談事案が大半であるが、行政機関が話を聴くことにより、被災者の方々に精神的な安心感を与えてあげられると感じた」と話していました。

【気仙沼支局の現状と職員の過酷な被災体験】

宮城県沿岸北部を管轄する気仙沼支局は、6階建庁舎の2・3階に入居していましたが、津波が2階の天井付近にまで達し、各種書類・帳簿を含む事務室内のあらゆるものが流失しました。

職員は屋上に避難して無事でしたが、庁舎に押し寄せる津波被害の恐ろしさを目の当たりにし、津波に流された石油燃料への引火で周囲が延焼するなか孤立した庁舎に2日間取り残され、自衛隊のヘリで救助されるという極めて過酷な体験をしています。職員の住居も津波被害に遭っており、家財・私財が失われていることはいうまでもありません。

気仙沼支局は、1週間の事務停止を経て、約130㎞離れた本局の庁舎内に設置場所を変更して（事務委任や統廃合ではありません）業務を再開していますが、一時的に確保した住居での生活や、特異な執務環境での職員の負担は否めません。当日は、4名の職員と昼食をともにすることができましたが、皆一様に心身の疲労が感じられ、今後の十分な精神的ケアが必要となります。

  気仙沼支局の元庁舎内やその周辺においては、本局の職員などを中心として、原状回復作業や流失物の探索作業が継続されています。

【石巻支局の現状と業務継続に向けた職員の苦労】

その後私たちは、仙台市内から約50㎞北にある石巻支局に向かいました。幹線道路を車で走行しましたが、車窓の状況はテレビの映像で観た光景そのままです。私の自宅から2㎞程度しか離れていない場所にもかかわらず…。

宮城県沿岸北中部を管轄する石巻支局は、石巻市内の高台にある庁舎に入居していたことから、津波被害は免れることができました。

  しかしながら、沿岸を中心とした市街地は壊滅的な被害を受けており、地域住民に多数の被災者が発生したことから、庁舎の会議室を指定避難所として使用しています。避難所は避難者が自主運営していますが、当初70人程度であった避難者は20人程度まで減少したものの、庁舎管理のため連日数名の職員が泊まり込みで対応しています。

さらに、石巻支局の職員には、復旧の目途が立っていないＪＲ仙石線で約90分を要する仙台市内などからの通勤者が多く、一時は2～3日交替での泊まり込み勤務を余儀なくされていました。

  仙台市内に戻る途中、4月10日に菅首相が視察した日和山公園という高台の場所から、沿岸の被災状況を一望しました。「空爆の後のような」とか「（核兵器の）爆心地のような」という言われ方をされていますが、まさにそれ以外の表現が思い浮かばない光景に絶句しました。

【水沢支局・一関支局・大船渡出張所が混在する執務環境】

  4月11日には、私と東北地本：佐藤書記長が、車で盛岡支部管内の職場を訪問しました。

  岩手県内陸南部を管轄する一関支局は、津波被害はなかったものの、地震で庁舎が半壊し国土交通省から被災建築物応急危険度の「危険」の判定を受け、庁舎内での業務継続が困難な状況となりました。また、岩手県沿岸南部を管轄する大船渡出張所は、津波により庁舎が約1ｍ浸水しました。
  私たちが最初に訪問したのは、岩手県内陸南部を管轄する水沢支局です。甚大な被災を受けた一関支局と大船渡出張所が、1週間の事務停止を経て、水沢支局の庁舎内（大船渡出張所からは約65㎞の距離）に仮移転して業務を再開していたからです。

  また、この2庁は3月22日には、その水沢支局に統合される予定でした。震災の影響を考慮して統合は延期されましたが、統合を想定して準備がすすめられてきた執務環境は、大幅な軌道修正を余儀なくされています。

  3庁が混在する特異な執務環境の中、私たちが訪問した当日も、総務係の複数の電話機すべてで職員が応答しているなど、地域住民などからの問い合わせが途切れることはありませんでした。

【宮古支局が管轄する広大な被災地域】

つぎに私たちは、岩手県沿岸北中部を管轄する宮古支局に向かいました。
宮古支局の庁舎は津波被害を免れることができましたが、周囲の市街地は、これまでテレビの映像で幾度となく目にした光景が現実のものとして広がっていました。

宮古支局が入居している庁舎の1階には、ハローワーク宮古が入居していましたが、被災者向けの求人票が多数張り出され、庁舎の共用部分であるロビーが臨時の待合室として利用されるなど、職を求める地域住民で溢れかえっている状況には、労働組合の役員として胸が痛みました。
宮古支局は、全国最大の管轄面積を擁する盛岡地方法務局の中で、直線距離でも概ね230㎞の岩手県沿岸に所在する唯一の支局となっています。今後の震災復興に向けた法務局の役割を考えた場合、その体制（定員は9名）は気が遠くなるほど脆弱といわざるを得ません。

【岩手県沿岸の被災状況に愕然】

宮古支局の訪問を午後4時30分頃に終え、仙台市内に帰る経路を考えましたが、岩手県沿岸の被災状況をできるだけ確認しておくため、国道45号線を南下するルートを選択しました。途中、何台もの自衛隊の特種車両（本来は戦闘用と思われる装甲車など）とすれ違います。

  宮古市の南に位置する下閉伊郡山田町・上閉伊郡大槌町・釜石市の被災状況には、やはり言葉を失うものがありました。

【今後に向けた労働組合の役割】

被災地における組合員の生活・執務環境は、間違っても良好とはいい難いものでした。そうした中、ギリギリのところでといわざるを得ませんが、職員の勤務条件などを維持している、東北地本と管内各支部の奮闘にあらためて敬意を表します。

  しかしながら、地震発生から1ヶ月を経過し、これまで維持してきたさまざまな緊張感も限界をむかえる頃です。職員の心身の疲労に配慮した執務環境の整備が急務といえます。

  今後の震災復興に向けては、国の政策決定を待たなければならないものもありますが、膨大な建物滅失登記にはじまり、土地の筆界の復元や土地区画整理事業などの表示登記事件の増大が見込まれています。また、戸籍の関係でも照会などのさまざまな事案に対応していく必要があります。さらには、被災者の避難生活などが長期化することなどに伴い、人権擁護における法務局の役割も重要となってきます。

地域住民のニーズに応えられるような法務行政の実現のためには、各地域に展開している国の行政機関としての法務局がその役割を発揮し、必要な施策が国の政策に反映されるよう、また、そのための必要な予算などが十分に確保されるよう対応していかなければなりません。そのための労働組合としての役割を、全国の組合員とともに早急に議論し、そして実践していく必要があります。
大震災被災地へのボランティア募集の追加情報
	全労連などでつくる対策本部と全国災対連（災害被災者支援と災害対策改善を求める全国連絡会）が共同でとりくんでいる大震災被災地ボランティア派遣は、当面、岩手と宮城を対象に5月30日までの参加希望を募っています。国公労連速報№2529（2022.4.21）以降、現地への移動関係で追加情報がありましたので紹介します。


アンダーラインが更新箇所

現地への移動手段について

(1)共同バスでの移動
当面、東京と岩手・宮城間の共同バスを運行させます。共同バスを利用される場合は、登録用紙にてお申し込みください。

①4月（25日以降）の運行予定日と運行スケジュール

行き(月・木)：25日(月)、28日(木)、帰り(火・金)：26日(火)、29日(金)

5月の運行予定日

行き・帰りとも月曜・木曜の出発です。帰りは夜に現地を出発し、翌朝東京着です。帰りの日の夕食は、岩手では1,000円で準備します（現地で申し込んで下さい）。宮城は仙台にて自分で食事をして下さい。
2日（月）、5日（木）、9日（月）、12日（木）、16日（月）、19日（木）、23日（月）、26日（木）、30日（月）

注）往復とも昼食時間の確保が困難なため、乗車前に準備するかサービスエリアで購入し、車中でとってください。

②東京での集合場所と時間：全労連会館1階ロビー　午前9：30集合(厳守）

③運行スケジュール（予定）

行き：東京（全労連会館）発10時→宮城（ホテル浦嶋荘）16時→岩手(あづま荘)着20時
帰り：4月中）岩手(あづま荘)発9時→宮城（ホテル浦嶋荘）13時→東京（東京駅）着19時
5月中）岩手(あづま荘)発20時30分→宮城（宮城県労連）23時30分→東京（東京駅）着6時
注）宮城県の帰りは5月からは宮城県労連です。石巻駅前（石巻支援共同センターから徒歩10分程度）からミヤコーバスの高速バス臨時便を仙台駅まで（料金800円）利用してください。当日の作業が終わってからの乗車は、石巻駅15時発以降（30分おきに発車で最終は18時30分発。所要時間は1時間30分程度です。仙台駅から宮城県労連へは徒歩（10分程度）で移動してください。
④運行バス会社：竹の子観光バス(電話03-3672-6361　FAX　03-3671-6361）

⑤バス運行費用の一部負担金：2,000円　(往復)を東京での集合時にお支払いください。

(2)公共交通機関等での移動

現地との行き来を共同運行バス以外の手段で行う場合にも、現地での受け入れの都合上、登録用紙（別紙）によりボランティア登録を必ず行ってください。また、現地入りのおおよその時間を備考欄に必ずご記入ください。

①岩手県

自家用車・公共交通機関とも大船渡ボランティアセンター（4.(1)①参照）集合です。公共交通機関の場合は、盛岡駅から岩手県交通バスを利用してください（いわて花巻空港を利用する場合もバスで盛岡駅まで出る）。バスの終点の大船渡病院からはコミュニティバスに乗車し、崎浜バス停で降車してください。運転手に「あずま荘に行きたい」といえば、教えてくれます。

【料　金】岩手県交通バス　盛岡駅　⇔　大船渡病院　片道2,700円

大船渡コミュニティバス　　大船渡病院　⇔　崎浜  無料

②宮城県

自家用車・公共交通機関とも石巻支援共同センター（4.(2)①参照）集合です。公共交通機関の場合は、仙台駅前33番乗場（さくら野百貨店前）からミヤコーバスの高速バス臨時便（「石巻駅前」または「石巻専修大学行」で石巻駅前下車。料金や所要時間などは7.(1)③注）を参照）を利用してください。石巻支援共同センターまでは徒歩移動で10分程度。経路は、線路沿いに北西（駅を正面に見て左方向）へ進み、最初の踏切をわたり、そのまま道なりに直進（道沿い左手に石巻郵便局が見える）し、石巻バイパスとの交差点を左折、直進して下さい。場所は、中里四丁目交差点の先の左手のビル（牛丼「吉野家」のとなり）です。
以　上
津波による大槌町役場の被害





〈発行〉国公労連





info@kokko.or.jp





【救援カンパの振込先】


中央労働金庫　新橋支店（普通）2255113　名義：国公労連２


注）この口座は大震災への救援カンパ専用です





国公労連速報














石巻市沿岸部の被害（日和山公園より）
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